
1 / 3

最終ページの＜重要な注意事項＞を必ずお読みください。

弊社ファンドの基準価額下落について

（１）ファンドの基準価額と騰落率

2025年4月7日
受益者の皆さまへ

楽天投信投資顧問株式会社

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。
2025年4月7日、以下の弊社ファンドの基準価額が前営業日比で5％以上、下落しましたのでご報告します。

ファンド名 基準価額
（円）

前営業日比
（円）

騰落率
（%）

（ご参考）
報告基準

楽天・プラス・オールカントリー株式インデックス・ファンド 11,797 -730 -5.8 5%以上下落
楽天・プラス・S&P500インデックス・ファンド 11,949 -779 -6.1 同上
楽天・プラス・日経225インデックス・ファンド 9,602 -819 -7.9 同上
楽天・プラス・先進国株式(除く日本)インデックス・ファンド 11,049 -715 -6.1 同上
楽天・プラス・NASDAQ-100インデックス・ファンド 10,139 -674 -6.2 同上
楽天・プラス・SOXインデックス・ファンド 8,450 -707 -7.7 同上
楽天・高配当株式・米国ファンド（四半期決算型） 9,264 -548 -5.6 同上
楽天・高配当株式・日本ファンド（四半期決算型） 9,013 -618 -6.4 同上
楽天・高配当株式・米国VYMファンド（四半期決算型） 8,800 -549 -5.9 同上
楽天USリート・トリプルエンジン・プラス(レアル)毎月分配型 1,998 -146 -6.8 同上
楽天USリート・トリプルエンジン(レアル)毎月分配型 1,465 -108 -6.9 同上
楽天USリート・トリプルエンジン(豪ドル)毎月分配型 3,006 -293 -8.9 同上
楽天グローバル株式ファンド 27,549 -1,566 -5.4 同上
楽天・全世界株式インデックス・ファンド 21,695 -1,415 -6.1 同上
楽天・全米株式インデックス・ファンド 27,060 -1,736 -6.0 同上
楽天・全世界株式(除く米国)インデックス・ファンド 12,979 -868 -6.3 同上
楽天・新興国株式インデックス・ファンド 14,492 -886 -5.8 同上
楽天・米国高配当株式インデックス・ファンド 20,956 -1,308 -5.9 同上
楽天・新経連株価指数ファンド 12,705 -898 -6.6 同上
楽天・日本株マイクロキャップ・ファンド 13,138 -1,000 -7.1 同上
グローバルAZファンド Eコース 14,644 -834 -5.4 同上
楽天グローバルIPO株式ファンド 10,971 -840 -7.1 同上
楽天・先進国低ボラティリティ株式ファンド(為替ヘッジあり)<ラップ向け> 10,665 -595 -5.3 同上
楽天・先進国低ボラティリティ株式ファンド(為替ヘッジなし)<ラップ向け> 14,274 -850 -5.6 同上
楽天・資産づくりファンドぷらす+(がっちりコース) 12,136 -646 -5.1 同上
楽天・モーニングスター・ワイド・モート・フォーカス・インデックス・ファンド 9,239 -561 -5.7 同上
ウェルスナビxR(リスク許容度4) 9,808 -537 -5.2 同上
ウェルスナビxR(リスク許容度5) 9,724 -573 -5.6 同上
楽天・グローバル株式ファンド（為替ヘッジあり）＜ラップ向け＞ 8,728 -501 -5.4 同上
楽天日本新興市場株ダブル・ブル 1,201 -315 -20.8 10%以上下落
楽天レバレッジNASDAQ-100 6,796 -942 -12.2 同上
楽天日本株4.3倍ブル 7,944 -4,341 -35.3 15%以上下落
楽天日本株トリプル・ブル 68,300 -22,470 -24.8 同上

※ 弊社公募投資信託のうち、DC（確定拠出年金）専用、ETF（上場投資信託）は除きます。また、基準価額が前営業日比
5％以上（投資信託協会分類の特殊型（ブル・ベア型）ファンドの場合は、別に定める水準）下落のファンドで、上記に記載
のないものは別途作成します。
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4月4日 4月3日 騰落率
（%）

ＭＳＣＩオール・カントリー・ワールド・インデックス（配当込み） 415.86 439.41 -5.4 

Ｓ＆Ｐ５００インデックス（配当込み） 9,659.67 10,272.49 -6.0 

ＮＡＳＤＡＱ－１００インデックス（配当込み） 20,145.98 21,447.18 -6.1 

ＳＯＸインデックス（配当込み） 1,120.28 1,212.46 -7.6 

4月4日の金融市場では、投資家のリスク回避姿勢が一段と強まる展開となりました。トランプ米大統領が発表した
全世界対象の相互関税に対して中国が報復措置を発表したことを受けて、貿易摩擦の激化と世界経済悪化への懸
念が一段と強まりました。また、パウエルFRB（米連邦準備制度理事会）議長が相互関税によるインフレ上昇と経済
成長鈍化のリスクの高まりを指摘したものの、金融政策の調整には慎重な姿勢を示したことも失望され、米国をはじめと
する世界の株式市場では売りが加速し、米国リート市場においても売り圧力が優勢となりました。また、こうした流れを受
け、4月7日の日本株式市場も全面安の展開となりました。
為替市場においては、対円での米ドルの変動は限定的だったものの、ブラジル・レアルや豪ドルなどは対円で下落しま

した。

以 上

＜主な市場環境＞

世界的な景気の悪化や貿易摩擦の激化などに対する警戒からリスク回避姿勢が強まっており、当面は変動しやす
い市場環境が続くと予想しています。

（３）今後の見通し

（２）市況動向

4月7日 4月4日 騰落率
（%）

為替レート(米ドル／円) 145.78 146.03 -0.2 

日経平均株価 31,136.58 33,780.58 -7.8 

日経225先物（直近限月） 30,960 33,760 -8.3 

東証グロース市場250指数 534.55 597.38 -10.5 

東証グロース市場250指数先物（直近限月） 531 598 -11.2 

新経連株価指数 5,212.40 5,589.71 -6.8 
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楽天投信投資顧問株式会社
金融商品取引業者登録番号：関東財務局長（金商）第1724号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

◎投資信託に係るリスクについて

投資信託は、値動きのある有価証券に投資します（外貨建資産には為替変動リスクもあります）ので、基準価額
は変動します。投資信託は預貯金と異なります。投資信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属
します。投資家の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を
割り込むことがあります。
また、投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異な
ることから、リスクの内容や性質が異なります。お申込みの際は投資信託説明書（交付目論見書）や契約締結前
交付書面をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について

＜ご注意＞
上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、楽天
投信投資顧問が運用するすべての公募投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。投
資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、お申込みの際には、事前に投資信託説明書（交付
目論見書）をご覧ください。

《投資者が直接的に負担する費用》
■ 購入時手数料
上限 3.30％（税込）

■ 信託財産留保額
・購入時：上限 0.40％
・換金時：上限 0.75％

《投資者が投資信託財産で間接的に負担する費用》
■ 運用管理費用（信託報酬）
上限 年率3.4925％（税込）
※一部のファンドについては、運用成果に応じて成功報酬をいただく場合があります。

■ その他の費用・手数料
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面
等でご確認ください。
※その他の費用・手数料等については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率や上限額を表示することができません。

＊費用・手数料等の合計額は、保有期間や運用の状況などに応じて異なり、あらかじめ見積もることができないため表示するこ
とができません。

＜当資料のお取扱いにおけるご留意点＞

 当資料は楽天投信投資顧問が情報提供を目的に作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
また、投資勧誘を目的とするものではありません。

 ご購入のお申込みの際は最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
 投資信託は値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクを伴います。）に投資しますので基準価額は変動し
ます。したがって、投資元本や利回りが保証されるものではありません。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属
します。

 投資信託は預貯金や保険契約とは異なり預金保険機構および保険契約者保護機構等の保護の対象ではありません。また、
証券会社以外でご購入いただいた場合は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。

 当資料は信頼できると判断した各種情報等に基づき作成していますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。
また、今後予告なく変更される場合があります。

 当資料中の図表、数値、その他データについては、過去のデータに基づき作成したものであり、将来の成果を示唆あるいは保証
するものではありません。

【重要な注意事項】
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